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「北海道価値創造パートナーシップ会議」の開催について

〇 平成２８年３月に閣議決定された第８期北海道総合開発計画のビジョンである「世界水準の価値創造空間」の形成を目指すため、地域づくりに携

わる多様な人材の交流、各地域の課題解決や活性化に向けた取組の促進を目的として、北海道価値創造パートナーシップ会議を開催しました。

主催挨拶・総括ファシリテーター挨拶

10:00～10:10 主催挨拶・総括ファシリテーター挨拶
10:10～11:00 基調講演「世界の北海道の実現に向けて」
11:00～12:00 先行する地域づくり活動の紹介

「料理のたて軸とよこ軸」
「観光推進組織によるマネジメントと
マーケティング実践事例」

13:15～17:00 意見交換会

幹事会代表

窪田 毅 氏
北海道副知事

幹事会代表

田村 秀夫 氏
北海道局長

鳥取 義之 氏
（（一社）北海道国際流通機構代表）

基調講演

《幹事会構成員》 （株）北洋銀行、北海道経済連合会、（一社）北海道商工会

議所連合会、（公財）はまなす財団、（一財）北海道開発協会、北海道、札幌市、

北海道総合通信局、北海道経済産業局、北海道運輸局

【事務局】北海道局、北海道開発局

・ 北海道各地の良質な産品を世界に紹介するため、輸出手続や海外企業とのマッチン

グ等を支援する組織を立ち上げるなど、初心者でも簡単に輸出ができる仕組みを構築。

・ みなとオアシスや道の駅等における「海外お土産宅急便」や、海上小口混載コンテナ

による輸出をスタートさせるなど、手荷物軽減や道産品の販売支援を通じたインバウン

ド観光の振興も目指す。

〔日時〕
〔場所〕
〔主催〕
〔参加人数〕

平成30年1月20日（土） 10:00～17:00
札幌パークホテル
北海道価値創造パートナーシップ幹事会
約150人

総括ファシリテーター

田村 亨 氏
北海商科大学教授

先行する地域づくり活動の紹介

齋藤 壽 氏
（美瑛料理塾 塾長）

柏木 千春 氏
（流通科学大学 教授）

プログラム

・ 北海道には素晴らしい食材があ

ふれている。

・ 世界に誇れる料理は突然生まれ

るわけではなく普段の食から始まる。

・ 地域の食文化の再認識及びそれ

らに関するグローバルな観点から

の再評価が重要。

・ 3県3市3町1村の広域多機関連

携や各々の強みを生かした役割分

担、意識的な外部者の視点の受け

入れなどがポイント。

・ “地域らしさ”を徹底して再整理し、
それらを観光商品のストーリー作
りに反映させた。関係者間の意識
の共有が何よりも重要。

※ 道内外で展開されている地域づくり活動をご紹介いただきました。

※ 「世界の北海道」の実現に向け、北海道と世界をつなぐ実例についてご紹介い
ただきました。

【概要】

【概要】 【概要】

「料理のたて軸とよこ軸」 「観光推進組織によるマネジメントとマーケ
ティング実践事例」-「雪国観光圏」を例に
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意見交換会
※ 北海道が強みを持つ「観光」と「食」をテーマに、道内外の地域づくり活動者、有識者、支援者等による意見交換を行い、課題の解決方策や今後の

北海道の地域づくりの在り方等についてご議論いただきました。

「北海道価値創造パートナーシップ会議」の開催について

●意見交換会テーマと出演者

テーマ１：「観光資源を活かした地域づくり（飛躍）のために」 テーマ２：「食がつなぐ人のひろがり」

観光地ではない黒松内で資源(ブ
ナの北限）を磨き、潜在的なニーズと
のマッチングを目指している。
移住者であれ、インバウンドであれ、
体験交流へのニーズは根強い。

本間 崇文 氏
（一般社団法人 黒松内町観光協
会事務局長）

市民の同志とともに「エフエムもえ
る」を、また、これを継続的に支える
まちづくり会社を創立。
現在は、地域課題を自分ごととし
て解決する多様な主体で構成され
るネットワークを準備中。

佐藤 太紀 氏
（株式会社エフエムもえる
代表取締役社長）
※ 体調不良により当日ご欠席

マーケティングは重要だが、目標とコ
ンセプトを適切に設定することができ
なければ有効な結論は得られない。
思いや仮説を多くの目線で磨いてい
くことが必要。

中神 美佳 氏

（合同会社カミクマワークス代表）

観光資源の掘り起こし、磨き上げに必
要なのは、マーケティング等の技術的
な要素と外部の者の視点。
地域の資源に対する思いは、観光メ
ニューづくりに必要な要素。取り組むメ
ンバーの熱意・総意が存在することが
何よりも重要。

柏木 千春 氏
（流通科学大学人間社会学部
観光学科教授）

観光は人の出入りが必ず生ずるもので
あり、出入りする施設に対する地域の信
頼は非常に重要。
外国人観光客にとっての思い出づくりと、
地域の人達のやりたいことが同時に実現
できれば、双方にとっての幸せが生まれ
る。

河嶋 峻 氏
（合同会社Staylink代表）

岩内に存在する100年以上の歴史を
持つ文化（禅寺（座禅）や和菓子等）を
外国人に紹介したい。思い込みかもし
れないが、ニーズはあると思っている。

大嶋 正行 氏

（岩内HUNDREDｓ座長）
北海道に来る人と北海道にある宝物を
結びつけるストーリーテラーが必要。
活動の信頼が強まり、多くの人の共有
意識にまで高まれば、ブランド化され、活
動を支援するための寄附等にもつながる。
寄附を財源に活動を行っている公益法
人の取組は参考になると思われる。

惠 小百合 氏
（江戸川大学名誉教授
内閣府公益認定等委員会委員）

北海道における産・学連携による研
究会等において、道産食材と和食の
魅力である出汁や、発酵・熟成等との
関係に関する勉強が行われている。
そうした取組・成果が広がっていけ
ば良いと思う。

津布久 孝子 氏

（公益財団法人 味の素食の文化
センター専務理事）

食育は難しいことではなく、昔からお
母さん達が子育ての時に行っていたこ
とを継続していくことと同義。
食育に必要なことを地域で実現する
のであれば、生産者と消費者のつなが
りを深め、継続していくことが重要。

平島 美紀江 氏
（株式会社のこたべ代表取締役）

北海道の食材を活かすためには、
料理人が農業に近づくことが必要。
そういう思いで 美瑛町の「オーベ
ルジュ」を運営。
北海道の各地域に、人が集うこと
ができ、食材の良さを実感できる
オーベルジュができるとよい。

齋藤 壽 氏

（美瑛料理塾塾長）

北海道の食を意識しつつ、日本人
らしい食生活を子供達に伝えていき
たい。
子供の「トライ」「やってみる」を後押
しする場づくり等を通じ、地域における
世代を超えたコミュニティの形成を促
進したい。

坂本 星美 氏
（NPO法人Efy代表理事）

社会の課題を解決するためには世
代を超えて取組を継続していくことが
重要。
乾燥野菜を活用した地域防災コ
ミュニティづくりに取り組んでおり、そ
れらの取組が世代を超えた防災意
識の向上につながっている手応えが
ある。

草野 竹史 氏
（NPO法人ezorock代表理事）

【総括ファシリテーターまとめ】

・ 「北海道に宝物がある」「外の目を使って宝物を見つける」「ターゲットを絞って商
品化する」「仲間を募る」ことが提案されたと思う。
・ 成功も失敗も含んだプロセスこそ大切であり、それが本当の観光地づくりだと思う。

・ 北海道の食が世界とのつながりを強めることができる潜在的な可能性を感じた。
・ オンリーワンの価値づくりには、価値を磨き上げるスピード感と現場主義が大切。
北海道内各地域において、それらをどこまでバランス良くやっていけるかが課題。

・ 地に足をつけて本物を求め、世界に通用する花を咲かせてほしい。

【総括ファシリテーターまとめ】

氏田村 亨・ 総括ファシリテーター

千葉 俊輔 （公益財団法人 はまなす財団専務理事）氏・ ファシリテーター

（北海商科大学教授） 田村 亨・ 総括ファシリテーター

田島 忠篤 （天使大学 看護栄養学部教授）氏・ ファシリテーター

（北海商科大学教授）氏
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会場の様子

「北海道価値創造パートナーシップ会議」の開催について

●午後の部（意見交換会）●午前の部（基調講演、先行事例紹介）

・ 官民連携の先進事例である（一社）北海道国際流通機構代表の講演を聞き、地域企業との意識の差を埋めてきた経
緯や5年間における成果、今後の課題等“生の”話を聞くことができ非常に有益であった。
・ 商流という言葉を初めて耳にした。基本的に、物、サービスを売る際にはターゲットの抽出と分析に基づき判断が積み
重ねられるが、輸出については、関連する多くの課題があると感じた。
・ 観光ブランドづくりのコンセプト設定が抜群に面白かった。ストーリーが大切。自分のいる地域も含め、DMOが軌道に乗る
か注視したい。
・ DMOのように、点在する人､もの､歴史などの資源をつなげて線にしてゆくことが必要であると実感した。
・ マーケティングに関する知識や活用方法を知っていることが、地域づくりを行う上で重要であると思った。一つのプロセ
スに対して、複数の角度からアプローチしてゆく手法は新鮮に感じた。

参加者の意見・感想（要約）

会場の様子

意見交換会の様子（観光）

意見交換会の様子（食）

会場の様子

先行事例紹介（食）

基調講演

先行事例紹介（観光）
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再生可能エネルギーを活用した地域づくりに関する調査の概要

調査名 調査の概要 調査の成果、活用・普及

環

境

・

エ

ネ

ル

ギ

ー

再生可能エネル
ギーを活用した
地域づくりに関
する調査(H28)

北海道内各地域に賦存す
る再生可能エネルギーの有
効活用、地域経済の活性化、
強靭化等の観点から、再生
可能エネルギーを活用した
地域分散型エネルギーシス
テムや地域エネルギー供給
事業など、地域の実情や課
題を反映したエネルギーの
地産地消に関する検討を実
施。

稚内市及び鹿追町をモデル地域と
して、自治体が主導する地域新電
力の事業スキームを活用した地域
活性化方策（資金の域内循環）や
その事業収益を活用した再エネ発
電の事業継続支援策について、そ
の事業可能性や効果等を整理した
結果、以下の基幹産業の経営基盤
強化に資する方策の実施可能性が
示された。
各モデル地域での余剰再生可能エ
ネルギーを由来とした水素製造・
販売事業は、課題である低コスト
化について、水素製造過程で発生
する酸素、二酸化炭素を活用した
収益での補填方策が示された。
【稚内市】
『水産業施設へのエネルギーマネ
ジメントシステム導入』

【鹿追町】
『個別バイオガスプラントの余剰
再生可能エネルギーを活用した
発電事業』

道内各地域において成果報告を実
施。（11回開催、計約200名参加）
調査業務報告書の概要版を北海道
開発局のウェブサイトに掲載。

成 果

活用・普及

鹿追町

電力会社

自家消費（電力）

排熱利用

バイオガス発電

町による整備

既存施設

個別バイオガス地区への還元

FIT収益

バイオガスボイラー

酪農家 発電機

発酵槽
ガス

ホルダー

FIT売電
【アドバイザー会議】
上記検討を実施するにあたり、
有識者、モデル地域の自治体で
構成する「再生可能エネルギー
を活用した地域づくりに関する
アドバイザー会議」を設置。

（構成員）
・北海道大学大学院工学研究院

教授 近久 武美 氏（座長）
・北海道大学大学院情報科学研究科

教授 北 裕幸 氏
・北海道大学大学院工学研究院

准教授 石井 一英 氏
・稚内市環境水道部環境エネルギー課
・鹿追町農業振興課
・国土交通省北海道局
・国土交通省北海道開発局（事務局）

地域新電力

（ EMS 事業）

漁組施設

卸売市場

太陽光発電設置

地域新電力の事業の一環としてのエネルギーマネジメント

自営線上に太陽光と蓄電池を接続し、
EMSにより電力の融通を行う（地域新電力が設置）

【EMSの機能】
・太陽光発電や蓄電池の制御
・エネルギーマネジメントによる省エネ効果

（見える化・データ解析など可視化と対策実施
・デマンドコントロールなど）

・一括受電によるデマンド低減 など

蓄電池

製氷施設

整備範囲既存送電網

稚内市

鹿追町

北海道開発計画調査等説明会開催
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北海道における「食」の総合拠点づくり検討調査の概要

調査名 調査の概要 調査の成果、活用・普及

食

北海道における
「食」の総合拠
点づくり検討調
査（H28～H29）

北海道外等からの
食品企業の誘致を促
進し、地域の雇用創
出、地域経済の活性
化を図る「食」の総
合拠点づくりを推進
するため、検討会の
開催、道外等の食品
企業への情報発信並
びに意見交換等を実
施し、課題の整理を
行うとともに今後必
要な取組について検
討。

道内進出企業との意見交換により、北海
道農産物の強み、課題、将来性などを整
理し、優位性のある分野を把握。
道内自治体との意見交換により、道外か
らの企業誘致における必要な支援や課題
について整理。
加工用の北海道産農畜産物の生産に関す
る各種情報等を収集・整理し、道外食品
企業の誘致促進のための小冊子を作成。
道外食品企業を対象にアンケート調査を
行い、北海道産農産物へのニーズや企業
立地の課題等を把握。
モデル地域３カ所に道外等食品企業を招
聘し、現地視察と意見交換会を実施。企
業誘致の方向性等について取りまとめ。

作成した小冊子（「北海道の農産物食材
カタログ」）を道外企業1,000社に送付す
るとともに、北海道の道外事務所（東京、
名古屋、大阪）の協力を得て、企業誘致
イベントやプロモーション活動等で活用。
小冊子作成をプレスリリースするととも
に北海道開発局ＨＰに掲載し広く周知。
北海道への食品企業誘致を促進するため
の機運情勢を目的に「食の総合拠点づく
りシンポジウム」を開催。
首都圏の食品関連企業に向けて、北海道
の食と農の魅力等を発信するセミナーを
東京で開催。１部は講師によるセミナー、
２部は交流会を開催し、企業と情報交換
を行うほか、道内自治体が企業誘致に向
けたPRを行った。

成 果

活用・普及

【検討会】

当調査の実施に当たり、
現状・課題の把握と今後
必要な取組の検討を行う
ため 、 「 食のバリュー
チェーン構築のための検
討会」を設置。

（検討会参加機関）

北海道農業協同組合中
央会、ホクレン農業協同
組合連合会、北海道経済
連合会、北海道（農政部、
経済部）、農林水産省北
海道農政事務所、経済産
業省北海道経済産業局、
国土交通省北海道開発
局

北海道の農畜産物食材カタログ

食の総合拠点づくりシンポジウム開催

道外等食品企業の現地視察と意見交換会

H29.2.3開催
約200名参加

北海道食品企業立地セミナー開催

H30.1.23開催
約120名参加
道内15自治体

意見交換(富良野地域) 現地視察(北見地域)
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北海道ドライブ観光促進方策検討調査の概要

調査名 調査の概要 調査の成果、活用・普及

観

光

北海道ドラ
イブ観光促
進方策検討
調査（H28～
H29）

地域的・季節的に偏在し
ている旅行需要の平準化の
ため、主に外国人レンタ
カー利用者を対象に北海道
の地方部へ誘導する社会実
験を実施。

地方部の観光資源や割引
等の特典施設を(株)ナビタ
イムジャパンが提供する携
帯アプリにて紹介すること
で地方部への誘導を図ると
ともに、アプリ利用者の移
動経路及び立ち寄りスポッ
トを把握。

地方部への誘導効果の確認
（他の移動手段も含む）全外国人旅行者の
データと比較して、ドライブ観光客が道央
圏以外の地方部に宿泊する割合は高い
⇒ドライブ観光の促進は、旅行需要の平準
化に寄与
地域への一定の経済波及効果
アプリを用いて地方部の観光情報等を発信
するとともに、多方面で広報活動の結果、
アンケート回答者の7割がアプリを閲覧して
立ち寄った施設があると回答。また、本社
会実験期間中、延べ600人分以上の特典利用
⇒来日後でも適切な情報発信により、観光
地や施設への立ち寄りを促す可能性
潜在的な旅行需要の形成
Facebookにおいて3万フォロワーを獲得
⇒来道観光客となる可能性がある者に対し
て効果的な情報発信
北海道における観光施策立案への寄与
GPSデータやアプリ等の閲覧履歴、アンケー
ト等の結果から外国人観光客の動態分析

社会実験及びその成果について、新聞やWEB
ニュース等で報道
調査業務報告書の概要版を北海道開発局Ｈ
Ｐに掲載予定
道内各地域において、成果報告を実施予定

圏域別宿泊割合成 果

活用・普及

【社会実験協議会】
社会実験の実施にあたり、関係者で
構成する「北海道ドライブ観光促進社
会実験協議会」を設置。

（構成員）
北海道開発局、北海道運輸局、北海道、
札幌エアラインズアソシエーション、
新千歳空港レンタカー協議会、
シーニックバイウェイ支援センター、
ＡＮＴＡ北海道支部、
ＪＡＦ北海道本部、
日本旅館協会北海道支部連合会、
ＪＡＴＡ北海道支部、
ＮＥＸＣＯ東日本北海道支社、
ひがし北海道観光事業開発協議会、
北海道観光振興機構、
北海道空港、北海道経済連合会、
北海道商工会議所連合会、
北海道地区「道の駅」連絡会、
北海道地区レンタカー協会連合会、
きた北海道広域観光周遊ルート促進協議
会、
北海道商工会連合会、
(株)ナビタイムジャパン

全道におけるGPSデータ測位者数（10kmメッシュ）
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北海道型地域構造の保持・形成に向けたモデル的な圏域における検討調査の概要

調査名 調査の概要 調査の成果、活用・普及

地

域

構

造

北海道型地域構
造の保持・形成
に向けたモデル
的な圏域におけ
る 検 討 調 査
（H29～H30）

北海道の生産空間を維
持・発展させるため、北海
道型の地域構造の保持・形
成を推進するため、３つの
モデル的な圏域を設定し、
当該圏域の課題抽出・施策
パッケージの検討及び試行
的実施・効果測定及び検証
を行い、各地域においても
同様の取組を検討するため
の手法を検討する。

H29年度は、モデル地域として産業構造や
地理的要因などを基に３地域を抽出（名
寄、帯広、釧路）し、地域の合意の下、
圏域検討会を開催。
圏域検討会では、地域の課題、目指す姿、
課題解決に向けて地域で取り組む事項な
どを、自治体や学識者、地域の民間関係
者等と議論し、積極的な提言が得られた。
併せてワーキングチームを圏域検討会の
下に発足し、より具体な議論を実施し、
議論の結果をまとめ、施策パッケージ
(案)を作成。
今後、ワーキングチームを通じ、施策群
の検討及び試行的実施・効果測定及び検
証を行う予定。

圏域検討会や本取組の主旨などについて、
新聞で多数報道され、特にモデル地域の
地元紙で大きく取り上げられる。
施策パッケージ(案)について、北海道開
発局HPに掲載。
施策パッケージ(案)を基に、地域での具
体な取組や試行的取組や本取組を広く展
開するためのフォーラムなどを実施予定。

成 果

活用・普及

圏域検討会の開催状況

圏域検討会などの記事掲載

施策パッケージ(案)の例
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